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知財実務における生成AIの導入は、2025年に見られた「単一プロンプトによる一括自動生成の幻
想」を脱し、2026年には「人間の法的判断を中核に据えた段階的検証パイプライン（
Human-in-the-Loop）」および「機密保持要件に応じたインフラの棲み分け」を前提とする実務インフ
ラへと定着した1。初期に試行された明細書全文の一括出力は、技術思想の誤認が後続の全段落に

波及して修正コストを増大させる運用上の限界を露呈した1。現在は、クレーム骨子の確定、実施形

態の段階的展開、特許庁基準に準拠した形式・実質要件の自動検証という多段階プロセスが確立さ

れ、AIは起草者ではなく実務者の法的・技術的判断を精緻化するコプロセッサとして再定義されてい
る1。 
制度面においては、米国特許商標庁（USPTO）が2025年11月28日にAI支援発明の審査ガイダンス
を抜本改定し、2024年のPannu基準を撤回して「AIは実験器具と同様の道具に過ぎず、発明者たる
自然人の明確な着想（Conception）のみが判断基準である」とする伝統的法理への回帰を明確にし
た3。一方、欧州特許庁（EPO）は2026年4月施行の改定審査ガイドライン（General Part, Section 5）
において、AI生成文書であっても出願人および代理人がその内容に関する全責任を負うことを明文
化した7。さらに、日本特許庁（JPO）が2026年7月に策定した「JPO AIビジョン」に見られるように、特
許庁側でも先行技術検索や類似意匠抽出へのAI実装が本格化しており、権利取得の現場は「AI利
用の是非を問う段階」から「特許庁と出願人のアルゴリズムが対峙する実戦段階」へと突入している
11。 
来年2027年に向けた知財業界の地殻変動は、単一タスクの指示待ち支援（Copilot型）から、課題設
定に基づき自律的に推論・検証・自己修正を繰り返す「マルチエージェント型（Agentic AI）」への全面
移行によって引き起こされる13。図面・化学構造式・数式をネイティブに論理モデルとして解釈するマ

ルチモーダルAIの成熟、Model Context Protocol（MCP）による社内ナレッジと特許データベースの
オープン統合、そして米Google社による外部代理人費用30%削減要請に象徴されるタイムチャージ
制の崩壊が同時に進行する1。知財専門職の提供価値は「文書起草の工数」から「AIエージェント群
を統制し、特許庁アルゴリズムを先回りして事業独占の境界線を確定する戦略的構想力」へと不可

逆的な再編を遂げる1。 

ドラフティングと中間処理における自動化幻想の終焉と実務定

着 
思考プロセスの構造化と多段階パイプラインの確立 
2025年の知財展示会やカンファレンスにおける議論は、発明概要を入力すれば特許請求の範囲か
ら発明を実施するための形態までが瞬時に出力されるという「一括生成の速さ」を競う傾向にあった1

。しかし、特許文書は技術思想を排他的な法的主張へと変換する厳格な論理体系であり、前提とな

る技術思想の解釈にわずかなズレが生じた場合、その誤謬が明細書全体に波及して最初から書き

直す以上の手戻りを生じさせた1。 
この反省に基づき、2026年の実務現場では「プロセスの細分化と段階的検証」が定着した1。現在の



高度なドラフティング支援システムでは、まず発明者との面談記録や発明届出書から課題・構成・効

果を構造化抽出し、実務者との対話を通じて独立項の権利範囲を確定させる1。その上で、図面や実

施例データに基づき、従属項の階層構造、用語定義、代替実施形態を順次パイプライン型で生成す

る1。各段階には実務者による法的判断（Intervention）が必須化され、生成直後に特許庁の審査基
準に準拠した50項目以上の形式・記載不備チェック（Samaria等に搭載）が自動実行されることで、
品質と速度を両立するワークフローが標準化された1。 
 

比較項目 2025年の実務環境（試行・
PoCフェーズ） 

2026年の実務環境（構造化・
実戦配備フェーズ） 

生成パイプライン 単一プロンプトによる一括自

動生成（ドラフト全体の出力

速度を追求）1 

思考プロセスの構造化・段階

的パイプライン（クレーム確

定後に実施形態を順次展

開）1 

品質検証体制 人間による全文目視レビュー

（手戻り工数の増大が課題）1 
50以上の形式・実質審査基
準に基づくルールエンジンと

LLMの協調監査1 

システム統合方式 独立したWebブラウザ上の
チャット／エディタ（コピペ操

作が介在）1 

MS Wordアドインネイティブ、
Model Context Protocol（
MCP）経由の直結1 

専門ドメイン処理 汎用言語モデルによる平易

なIT・ビジネスモデル特許が
中心14 

マルクーシュ形式検証、化学

構造・バイオ配列に特化した

「構造優先」ロジック14 

ガバナンスと規律 効率化の可否や代替可能性

の議論が中心（法的責任は

曖昧）1 

弁理士法第75条遵守、委任
契約での利用開示、出力内

容の全法的責任明文化1 

機密性とタスク特性に応じたインフラの二極化 
2025年におけるAI導入の論点は、クラウドSaaSを利用するか否かという二者択一に縛られていた1

。しかし2026年には、情報の秘匿性とタスクの性質に応じた明確なインフラの棲み分けが確立され
た1。 
出願前のコア技術や未公開の研究開発データ、防衛・先端材料などの機密情報を扱う領域では、外

部通信を完全に物理遮断したオンプレミス専用アプライアンス（トランス・ニュー社のN-Cube等）や、
完全ローカルPC完結型ツール（アイビーリサーチ社のaipatONE等）が採用されている1。これらのシ

ステムは、公報データでファインチューニングされたオープンソースLLM（Qwen派生モデル等）を内
部で駆動させ、データ漏洩の懸念を原理的に排除している1。 
一方で、公開済公報の分析、中間処理の反論構成、一般的な形式チェックといった非機密・準機密

タスクにおいては、ベンダーがモデル学習にデータを利用しないゼロデータ・リテンション（ZDR）契約



を結んだ商用クラウドモデルが用いられる1。さらに、オープン標準規格であるModel Context 
Protocol（MCP）を採用し、日常業務で使用する汎用LLM（Claude Code、ChatGPT、Microsoft 365 
Copilot等）から、所内の特許検索エンジンや公報データベースをセキュアに呼び出すアーキテクチャ
が急速に普及している1。 
 

ツール／提供元 実行アーキテクチャ 中核機能と入力デー

タ形式 
実務上の差別化要

素と導入意義 

N-Cube / N-Patent 
 
(トランス・ニュー) 

完全オフライン／オ

ンプレミス専用ハー

ドウェア1 

クレーム、発明骨

子、内部秘匿資料1 
外部通信を物理遮

断した専用筐体。国

内審査済公報で最

適化されたオープン

LLMを用い、出願前
の最高機密案件をセ

キュアに起草1。 

aipatONE / AIPs 
 
(アイビーリサーチ) 

完全ローカルPC動
作1 

図面、化学構造式、

骨格定義、クレーム1 
クラウド通信を行わ

ずPC内で完結。図
面や化学式からのマ

ルチモーダル入力に

より段落ごとの対話

的・段階的生成を実

現1。 

Yuasapo AI 
 
(ユアサポ) 

MS Wordアドイン
（ハイブリッド）1 

発明提案書、打合せ

議事録、図面符号表
1 

企業の過去公報を

学習し、事務所・企

業特有の表現作法

（「お作法」）、用語定

義、記載ゆれ許容基

準、クレーム多項展

開順序を再現1。 

サマリア / サマリア
MCP 
 
(パテント・インテグ
レーション) 

クラウド（MCP対応
／企業専用エンドポ

イント）1 

先行技術文献、発明

骨子、拒絶理由通知

書1 

50以上の形式・記載
不備検出エンジンを

搭載。2026年9月公
開のMCPサーバー
により、外部AIエー
ジェントから特許

データへ直接アクセ

ス可能1。 

appia-engine クラウドSaaS（ 発明概要、クレーム 弁理士法第75条に



 
(スマート・アイピー) 

OpenAI基盤連携）1 案、拒絶理由通知書
1 

準拠したワークフ

ロー設計。知財基盤

「Dooup」との連携に
より、出願・中間処理

から権利活用までを

一気通貫で管理1。 

DeepIP 
 
(DeepIP) 

クラウド（ドメイン特

化型推論）14 
化学構造式（

SMILES等）、クレー
ム案、図面14 

言語生成ではなく

「構造優先（

Structure-First）」を
採用。マルクーシュ

請求項の階層整合

性検証やサポート要

件チェックを自律的

に実行14。 

Solve Intelligence 
 
(Solve Intelligence) 

クラウド（対話型プロ

フェッショナル基盤）
16 

発明開示資料、先行

技術、オフィスアク

ション16 

一括生成ではなく、

実務者がコントロー

ルを保持しながらク

レーム拡張や実施形

態の肉付けを反復

的に行うプロフェッ

ショナル専用UI。厳
格な学習除外契約16

。 

拒絶理由通知への対応における論理検証と図面解析 
中間処理における生成AI活用は、単なる対比表や意見書ドラフトの定型文生成から、拒絶の根拠と
なる引用文献の論理構造を分解し、審査官の心証形成を予測した反論戦略を構築するシステムへ

と進化した2。 
2025年時点の中間対応ツールは、引用文献と本願クレームのテキスト比較に基づく構成要素対比
表の作成が中心であった2。しかし2026年には、審査官が認定した一致点・相違点の妥当性を検証
し、引用発明における設計変更の動機付けの有無や、相違点追記に伴う権利範囲狭小化リスクをシ

ミュレーションする機能が実戦配備されている2。さらに、AIDAOのように引用文献の特許図面を直接
解析して幾何学的・機構的特徴から反論ロジックを組み立てるマルチモーダル機能や、Questel（
Qthena）のように日本特許庁（JPO）実務に特化したスキルセットを標準搭載する事例が登場した2。 
Suzue International Patent Officeとaiipが実務モデル化したように、「AIが拒絶理由通知と引用文献
から一次分析・複数の補正案・反論骨子を作成し、弁理士がクライアントの事業戦略に合致する選

択肢を採択して意見書・補正書を確定・提出する」という役割分担が定着している2。 
 

中間処理プロセス 2025年の実務水準 2026年の実務水準 



拒絶理由・先行技術の読解 テキスト情報に基づく簡易な

構成要素対比表の出力2 
拒絶理由の論理分解、引用

文献図面の機構解析、追試

検索の自動連動2 

補正案・意見書の起草 定型的な補正文言と意見書

ドラフトの単発生成2 
複数の補正シナリオ比較、権

利範囲縮小シミュレーション、

チェックリスト監査2 

根拠検証（Grounding） 引用文献の該当段落の単純

抜粋表示2 
根拠情報の厳密なマッピン

グ、論理飛躍の検出、透明

性の高い推論過程の明示2 

管轄庁別の実務対応 米国特許庁（USPTO）向け
対応が中心2 

日本特許庁（JPO）固有の拒
絶理由体系や審査基準への

特化対応2 

日米欧特許庁の法理的規律と審査アルゴリズムの展開 
米国特許商標庁による着想法理への回帰と適格性要件の再整理 
米国特許商標庁（USPTO）は、生成AIの台頭に伴う発明者適格の混乱を収束させるため、明確な法
理的再定義を行った。2024年2月に公表されたガイダンスでは、AI支援発明における人間の寄与を
評価するため、共同発明者基準であるPannu判決の要素（Pannu factors）を準用する枠組みを採用
していた4。しかし、実務界からの混乱の声を受け、USPTOは2025年11月28日付で2024年ガイダン
スを全面的に撤回し、改定ガイダンスを施行した3。 
改定ガイダンスは、Thaler v. Vidal（Fed. Cir. 2022）の確立した判例法理に立脚し、「AIシステムは自
然人ではなく共同発明者になり得ないため、人間とAIの間で共同発明者適格を問うPannu基準の適
用自体が法的誤謬である」と断じた3。AIは実験器具やコンピュータ支援設計（CAD）と同等の研究開
発支援ツール（Instrument）に過ぎず、判断基準は「出願書類に記載された発明特定事項について、
自然人が完全かつ確定的な着想（Conception）を有していたか否か」という従来の発明者基準のみ
に集約される3。したがって、AIをプロンプトで操作して出力結果を得た場合であっても、技術的思想
の完成を主導した自然人が存在する限り、AI利用を例外的に特別開示する義務は原則として生じな
い3。 
併せて、35 U.S.C. § 101（特許適格性）の運用においては、Subject Matter Eligibility Declaration（
SMED）フレームワーク等を通じて、AIやソフトウェア関連発明に対する過度な「抽象的アイデア」拒
絶（Alice判決第1ステップ）を抑制する姿勢が打ち出された20。人間の頭脳内では到底処理不可能な

計算を実行し、具体的な技術的改善（Technical Delta）をもたらすAIモデルや産業特化型アルゴリズ
ムについては、特許適格性が認められやすい環境が整えられている20。 

欧州特許庁による代理人責任の厳格化と明細書参酌主義の定着 
欧州特許庁（EPO）は、2026年4月1日施行の改定審査ガイドライン（Guidelines for Examination）に
おいて、手続および実体審査の双方に厳格な規律を盛り込んだ8。 
手続面では、ガイドライン一般部（General Part, Section 5）において、「AIツールの使用の有無にか
かわらず、特許出願および特許庁への提出書類の内容に関する全責任は、出願人およびその欧州



特許代理人が負う」ことが明文化された7。これは欧州弁理士会（epi）の勧告を追認したものであり、
AIのハルシネーションに起因する先行技術の不実記載や新規事項の追加（Added Subject Matter）
が生じた場合、代理人の注意義務違反として厳格に処理される7。 
実体面において極めて実務的影響が大きいのが、拡大審判決G 1/24を受けたクレーム解釈基準（
Part F, Chapter IV, 4.2）の改定である8。EPOは長年、クレーム文言が文面から明確である限り明細
書を参酌しない「クレーム単独解釈」の傾向が強かったが、改定により「クレーム用語の意味を画定

する際には、文言の多義性の有無にかかわらず、常に明細書および図面を参酌する」運用へと統一

された8。これにより、生成AIが無自覚に出力した明細書中の限定的な記述や不用意な同義語定義
が、クレーム権利範囲を直接縮減させる法的リスクが生じており、ドラフティングにおけるAI出力の厳
密な統制が必須となっている8。さらに、AI関連発明の十分な開示（Sufficiency of Disclosure）に関し
ても、学習データセットの性質やアルゴリズムの数学的構造が明示され、当業者が過度な実験なし

に再現可能であることが裏付けられない限り拒絶される運用が徹底されている9。 

日本特許庁の「JPO AIビジョン」と先行技術スクリーニング基盤 
日本特許庁は、2022年度から2026年度にかけて推進した「AIアクションプラン」の成果を踏まえ、
2026年7月29日に庁内業務の基本方針「JPO AIビジョン」を策定・公表した11。年間30万件を超える
特許出願に対し、審査官の過重な負担を軽減し、審査品質の均一化を担保することが急務となって

いる11。 
JPO AIビジョンの骨子は、深層学習モデルを用いた概念検索による先行技術文献の自動抽出と一
次スクリーニングの高度化にある11。テキストや特許分類（FI/Fターム）の組み合わせだけでは抽出
が困難であった異分野の技術文献を、技術的特徴の類似性から高精度に特定する仕組みが導入さ

れている11。また、マルチモーダル技術を用いた類似意匠・図面照合の自動化や、方式審査におけ

る記載不備の自動検出も進められている11。 
ただし特許庁は、AI利用はあくまで審査官の心証形成を支援する補助ツールであり、拒絶理由の組
み立ておよび最終的な行政処分は人間の審査官が全責任を負う「説明責任（Accountability）」の原
則を堅持している11。審査官側がAIスクリーニングを標準的に運用し始めたことで、出願人側も「審
査官が使用するAI検索モデルがどのような先行技術を抽出してくるか」を事前にシミュレートし、その
検索網を回避するクレーム設計を行うという、AIを介した審査官と出願人の高度な技術的駆け引き
が日常化している11。 

経営意思決定を駆動するIPインテリジェンスと複合シグナル解
析 
静的パテントマップから動的シナリオ予測への転換 
従来のIPランドスケープ（IPL）は、数千件から数万件の特許公報を対象にIPC分類や出願人名で母
集団を形成し、出願件数推移やランキングといった静的なパテントマップを手作業で作成していた24

。この手法は全体像の把握には寄与するものの、個々の公報の技術的文脈の深掘りや、非特許文

献・市場データとの動的クロス分析には膨大な工数を要し、経営陣の意思決定速度に追従できない

構造的課題を抱えていた24。 
大規模言語モデルの統合は、IPLの分析単位を「マクロ統計」から「ミクロの技術思想と経営文脈の
統合解析」へと昇華させた24。PatSnap EurekaやCypris Qといった最新の分析基盤は、数万件規模
の特許公報全文をクラスタリングし、請求項に記載された技術的課題・解決手段を自動抽出した上



で、競合他社が権利化を回避している「オープン・クレーム・スペース（技術的空白領域）」を数分で

特定する24。 
さらに、単一の静的レポートにとどまらず、三井化学の事例に見られるように、脱炭素や新材料開発

といった不確実性の高い事業環境において、自社の知的財産網と競合の動向を照らし合わせ、将

来の提携候補や買収先、技術的脅威をシミュレーションする「未来シナリオ分析」に生成AIが実戦配
備されている27。 

図面・構造式を横断するマルチモーダル・シグナル解析 
最新のIPインテリジェンスにおける技術的ブレイクスルーは、特許テキスト、機構図面、学術論文、お
よび市場・訴訟データを統合して処理する「マルチモーダル・シグナル・フュージョン」の実用化である
20。 
従来のLLMは明細書の文章情報のみを処理していたため、機械・構造分野における機構図の配置
関係や、化学・バイオ分野におけるMarkush骨格、化合物物性グラフなどの「非言語的技術情報」を
見落とすリスクを構造的に抱えていた14。2026年後半以降に稼働しているシステムでは、図面内の
参照符号と明細書本文の構成要素を完全に紐付け、図面が示す幾何学的特徴がクレームのどの

限定に対応しているかを自律判定できる1。これにより、競合他社の特許出願から「将来製品の意図

された設計変更」を早期に検知し、製品上市前のクリアランス調査（FTO）や無効資料調査の精度を
劇的に向上させている18。 

機密保持・弁理士法規律と業界に潜むガバナンスの断絶 
未公開発明の保護とゼロデータ・リテンションの要請 
知財業務における生成AI活用の最大の障壁は、出願前の発明に関する厳格な機密保持である。パ
ブリックなクラウド型LLMに入力されたデータがAIベンダー側のモデル再学習に利用された場合、意
図せざる情報漏洩による新規性喪失（特許法第29条第1項違反）や、不正競争防止法上の営業秘
密該当性の喪失を招く危険がある17。 
また、米国カリフォルニア州で2026年1月に施行されたAB 2013のように、AI開発企業に対して学習
データセットの公開を義務付ける法規制が拡大しており、企業機密を含むプロンプトや社内文書が

間接的に開示リスクに晒される懸念も指摘されている18。 
この結果、企業知財部および特許事務所におけるインフラ選定は、出願前のコア発明を扱う完全物

理隔離のオンプレミス環境と、公開済データや中間処理を扱うエンタープライズZDR契約＋MCP連
携環境という、明確な二層構造へと集約された1。 

ハルシネーションの帰責構造と弁理士法第75条の遵守 
生成AI固有の現象であるハルシネーション（虚偽情報の生成）は、知財実務において単なる誤記に
とどまらない深刻な法的瑕疵をもたらす。存在しない先行公報番号や裁判例の捏造、化学構造式に

おける原子価の破綻、あるいは未検証のシミュレーション結果があたかも実際の実験結果であるか

のように明細書へ挿入された場合、拒絶査定、特許無効、さらには不実記載による詐偽的出願の追

及対象となる7。韓国特許庁（KIPO）が2026年6月に発表したガイダンスでも、AIが生成した実験デー
タを検証なしに出願書類に含める行為への警告が発せられている7。 
日本国内においては、日本弁理士会が2025年4月に公表した「弁理士業務AI利活用ガイドライン」に
より、実務規範が明文化された17： 

●​ 弁理士法第75条（非弁護士・非弁理士の法律業務の禁止）との整合：AIツール自体は単なる
補助手段であり、明細書の確定、特許庁への提出判断、拒絶理由に対する反論論理の最終



採否は、弁理士が自らの法的知識と専門的裁量に基づいて行わなければならない1。AI出力
を無検証で追認するだけの業務形態は、非弁行為の助長あるいは職務上の注意義務違反に

該当する1。 
●​ 出力内容の検証義務：AIが作成したドラフト、対比表、意見書の全段落について、弁理士が技
術的妥当性および法的要件適合性を自ら検証する義務を明記17。 

●​ 守秘義務（弁理士法第29条）の徹底：クライアントの許諾なく機密情報を汎用AIに入力するこ
とを厳禁とし、利用規約や商用利用可否の事前確認を義務付け17。 

実務利用と契約規律の間に横たわるガバナンス・ギャップ 
技術ツールの導入が急速に進む一方で、法曹・知財業界における組織ガバナンスの立ち遅れが深

刻なリスクとして浮上している15。 
バークレー・スタンフォード先端特許法研究所（BCLT）の調査によれば、特許実務者の30〜40%が
日常の権利化業務に生成AIを利用していると回答した一方で、クライアントとの委任契約書（
Engagement Letters）や企業側の外部代理人起用ガイドライン（Outside Counsel Guidelines）を改
定し、AIの利用範囲や利用モデル、データ管理基準を明記している事務所・企業は極めて少数にと
どまっている15。 
この「利用実態と契約規律の間の乖離（Governance Gap）」は、情報漏洩やAI起因の特許無効化が
発生した場合に、代理人賠償責任保険の適用除外や重大なクライアント訴訟を引き起こす構造的火

種となっている15。先進的な企業知財部では、外部事務所に対して「出願業務におけるAI利用の有
無」「使用したAIツール名」「人間の検証ログ」の提出を義務付ける調達方針の改定を開始している15

。 

タイムチャージ制の限界と知財マネジメント構造の転換 
外部代理人費用圧縮の圧力と固定報酬・価値連動型への移行 
生成AIの業務浸透は、弁護士・弁理士業界を長年支配してきた「時間請求（タイムチャージ制）」の経
済的基盤を解体しつつある。従来、若手弁理士や特許技術者が数日を費やしていた技術開示書の

精読、クレーム展開、先行技術との対比表作成といった「作業工数（Billable Hours）」は、AIパイプラ
インによって数十分から数時間に短縮された1。 
Googleのシニア特許カウンセルであるSteve Gongが明かしたように、同社の法務部門は社内での
AI検証実験（AIが生成した拒絶理由対応方針が外部代理人の提案と同等以上の一致度を示した結
果）に基づき、外部代理人に対する特許出願・権利化の請求費用について一律30%の削減を要請
する方針を打ち出した15。時間をかければかけるほど売上が増加するタイムチャージ制を維持するこ

とは、もはや効率化を進める事務所にとって自らの首を絞める構造となる15。 
この結果、特許事務所の報酬体系は、タスクごとの固定定額制（Fixed-Fee）への移行、および事業
防御力やライセンス可能性を評価する「バリューベース（価値連動型）フィー」への再編が進んでいる
15。単なる明細書作成の代行ではなく、係争耐性評価やポートフォリオ戦略の立案といった事業価値

に直結する上流コンサルティングが高単価業務として位置づけ直されている1。 

人材育成ピラミッドの変容と知財専門職に求められる新適性 
特許事務所および企業知財部における人材育成のピラミッド構造も崩壊に直面している。従来、若

手実務者の主たる業務であり育成の場でもあった「初稿の起草（ドラフティング）」や「公報のスクリー

ニング」がAIによって代替されたため、若手が文字を書いて経験を積む機会が失われつつある1。 
一方で、米国特許弁理士試験の合格者数が過去15年間にわたり減少し続け、現役実務者の平均



実務経験が20年を超えるなど、知財専門職の構造的高齢化と人手不足は世界共通の課題となって
いる15。この供給逼迫を埋める唯一の手段がAIの徹底活用であることは論を俟たない15。 
知財専門家に求められる能力要件は、「正確な公報文章を書く能力」から、発明者との対話を通じて

技術的本質を見抜く「構想力」、AI出力の瑕疵や権利範囲の縮減を瞬時に見抜く「検証力（Auditing
）」、そして得られた権利を経営戦略へと結びつける「事業翻訳力」へと完全にシフトしている1。 

2027年に向けた技術統合と実務構造の不可逆的進化 
単一指示型Copilotから自律型マルチエージェントへの飛躍 
2026年までのAIツールは、人間が指示（プロンプト）を与えて1回ずつ出力を得る「Copilot（人間主
導・AI支援）」モデルが主流であった13。2027年には、上位の戦略目標（例：「引用文献1および2を回
避しつつ競合製品Aの設計変更を捕捉するクレームを構築せよ」）を与えるだけで、複数の専門AI
エージェントが相互に連携・検証を行う「Agentic AI（AI主導・人間統制）」環境が標準化する13。 
ドラフティング・エージェントが起草したクレームに対し、対抗審査エージェントが審査官の思考ルー

チンをシミュレートして進歩性欠如の拒絶理由を疑似発行し、先行技術探索エージェントが未知の抵

触公報を即座に特定する14。エージェント間でこの反論と自己修正ループ（Self-Correction Loop）を
自律的に繰り返すことで、形式・実質不備が排除され、権利範囲が極大化されたドラフトのみが人間

の弁理士に提示される14。人間実務者の役割は「下書き作成者」から、エージェント群が提示する複

数の最適解から事業上最良の選択肢を採択する「最終意思決定者」へと完全に純化される13。 

Model Context Protocolによる所内知財基盤のオープン統合 
特定ベンダーのクローズドなWebプラットフォーム内で作業を完結させる時代は終わりを迎える1。

2026年に先行導入されたModel Context Protocol（MCP）が2027年には知財業界の共通プロトコル
として定着し、特許庁API、所内特許管理データベース（PMS）、商用検索エンジン、および企業内ド
キュメントサーバーがシームレスに標準接続される1。 
実務者は、日常使用する汎用フロンティアモデル（Claude、ChatGPT、社内ホスト型LLM等）から、プ
ロンプトひとつで「過去10年間の自社特許における拒絶理由の克服パターン」を直接呼び出し、ドラ
フティング中の明細書にリアルタイムで反映させることが可能となる1。これにより、ベンダーロックイ

ンが解消されると同時に、組織独自の蓄積データ（ノウハウ・お作法）の資産価値が飛躍的に高まる
1。 

審査官AIと出願人側AIによるアルゴリズム対峙の本格化 
JPOの「JPO AIビジョン」の本格稼働、USPTOのエージェント型適格性評価AIの配備、EPOの品質
管理プログラムの高度化により、2027年は世界的に「AI武装した出願人 vs AIで精査する特許庁」と
いうアルゴリズム対抗の時代に入る7。 
審査官は数万件の先行技術を瞬時に把握するAIスクリーニングツールを標準装備し、わずかな技
術的動機付けや周知技術の組み合わせを自動提示させて進歩性欠如の拒絶理由を組み立てる11。

対する出願人側も、出願前に同一水準の審査官シミュレーションAIを実行し、予想される引用公報と
の差異化ポイントを明細書中にあらかじめ重層的に埋め込む（Fallback Positionsの徹底）14。中間

処理における論争は、人間同士の属人的な解釈論から、「双方のAIモデルが抽出した技術的特徴
の差異を、いかに法理に基づき人間が定義し直すか」という、高度な論理戦へと昇華する2。 

構造式・図面理解の深層化によるドメイン特化型自動権利化 
テキストと画像の並列処理にとどまらず、3D-CADデータ、回路図、複雑な有機化合物構造式、バイ



オシーケンス（DNA/タンパク質）をネイティブに論理モデルとして解釈するマルチモーダルAIが実用
化される13。 
図面を入力するだけで各部品の幾何学的・機能的相互作用が自動解析され、機構クレームの限定

要素が自動生成されるとともに、化学分野においてはマルクーシュ形式の包含関係と実施例化合物

の有効範囲が数学的・化学的整合性をもって自動検証される14。これにより、従来人間が膨大な時

間を割いていた図面符号の照合、引用番号の一致性確認、化合物命名法（IUPAC等）と構造式の整
合チェックといった作業は、完全にバックグラウンド処理の対象となる1。 
知財業界における生成AIの変遷は、単なる作業効率化やツールの導入にとどまらず、特許制度が1
世紀以上にわたり前提としてきた「自然人による着想」と「代理人の法的責任」という根源的命題を再

定義する過程にほかならない3。2027年に向けて進展するエージェント型アーキテクチャやマルチ
モーダル技術の統合は、定型的な権利化実務の価値を急速にゼロへと近づける一方で、技術の深

奥を見抜き、特許庁審査アルゴリズムを先回りして事業独占の境界線を引く「人間ならではの戦略

的意思決定力」の価値を未曾有の高みへと押し上げている1。知財組織が競争優位を維持するため

には、AIツールの利便性に盲従するのではなく、強固なガバナンスと検証インフラを確立した上で、
AIを自らの法的知性の拡張として統制し、経営戦略へと昇華させる組織能力の再構築が不可欠で
ある1。 
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